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三大湾および西日本における地球温暖化による高潮被害の予測
Estimation of inundation damage caused by  

global warming in three major bays and western parts of Japan
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摘　　要
温暖化による海面上昇と台風の大型化は、日本の沿岸に高潮による浸水リスクの増

大をもたらす。そのため、海面が上昇し、高潮が大きくなった場合、それらの程度に
応じ浸水と浸水による被害がどれだけ変化するかを、三大湾（東京湾、伊勢湾、大阪湾）
の奥部および西日本地域（中国地方、四国地方、九州地方）を対象に予測した。予測は、
地形と堤防・護岸を持つモデル空間を作成し、そこに潮位の変化を与え、越流と浸水
の計算を行った結果に基づいている。多数の条件での予測の結果を整理することによ
り、ある海面上昇量で、高潮がある割合で大きくなったとき、高潮の浸水による被害
額がどれだけになるかを定量的に予測することが可能になった。
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1．はじめに

日本は、海に面する市町村に人口の 46％、工業
出荷額の 47％、商業販売額の 77％が集中するなど、
沿岸域は社会・経済活動にとって重要な地域となっ
ている 1）。地球の温暖化が進んだ場合、海水の膨張
や陸上雪氷の融解・崩落等で海面が上昇するととも
に、海水温の上昇等により台風が大きくなる可能性
が高いと予想されている。そして、こうした変化が
起これば、温暖化による海面の上昇と台風の大型化
による高潮偏差の増大で、沿岸域では高潮による浸
水の危険性が高まると予想されている 2）。

地球温暖化による高潮の脅威の増大への備えを、
はじめから終局の状況にあわせて行おうとすれば、
当面の被害を軽減・防止するために短期間に巨大な
投資が必要となり、社会として許容することが困難
になる。温暖化は何十年、何百年にわたって徐々に
進行し、高潮による脅威も同様のスケールで増大す
るため、温暖化の進行に合わせて対策を徐々に進め
ていくことが社会の資金的負担を軽減し、実行可能
性を高める。そうした対策のシナリオを想定してい
くためには、温暖化の程度の違いによって高潮によ
る浸水とその被害がどのように変化するのかを見積
もることが必要である。

高潮による浸水の危険度を見積もる方法の一つと
して、その潜在的被害規模である満潮位以下の土地
面積、居住人口、資産集積を調べる方法がある。そ
れらはすでに推計されており、日本の場合、平均満
潮位以下に土地が 861 km2、居住人口が 200 万人、
資産が 54 兆円存在し、海面が 1 m 上昇した場合に
は、それらの値はそれぞれ 2,339 km2、410 万人、
109 兆円になると見積もられている 3）。しかし、そ
の方法は堤防等を越えて海水が流入するという機構
が考慮されていないため、現実に起こる被害との乖
離が大きいだけでなく、海面上昇がどれだけになっ
たとき温暖化の影響が急速に増加するのかを知るこ
ともできない。

そうした問題を克服するため、海岸には堤防等が
存在し、高潮が発生した場合に堤防等を越流して海
水が陸域に浸入するという機構を組み込んだ浸水モ
デルを作成した。そして、そのモデルを使い、温暖
化が進んだ場合の高潮による浸水の状態と浸水によ
る被害を予測した。

日本の三大湾（東京湾、伊勢湾、大阪湾）は、奥部
に大規模な低地を持ち（図 1：数値地図 50 m メッシ
ュ標高をもとに作成）、そこに大都市圏の一部が広
がり、多くの人口と資産が集積している。また、西
日本地域（中国地方、四国地方、九州地方）は他の地
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域に比べて台風の来襲頻度が高く、中心的な都市が
沿岸に多く集まっている。そのため、本研究では三
大湾の奥部と西日本地域を予測の対象とした。

2．高潮による浸水と被害の予測方法

2.1　三大湾の高潮浸水
三大湾の奥部において高潮による浸水を予測する

ため、地形と堤防等のデータを格子情報として持つ
空間を作成し、その空間で線形長波理論により海水
の流動を表現する。海水の状態は、モデルの海側境
界で海面変動を与え、それに対応する海水の流動と
水面の変動を計算することによって表現する。堤防
等からの海水流入を本間の越流公式 4）,5）で計算し、
海水の遡上は岩崎・真野 6）の方法で計算する。これ
らにより三大湾奥部の低地における浸水状況を表現
するモデルを構築し、そのモデルに海面上昇量と台
風の強度を与えて高潮による浸水を予測した。

計算を行う海面上昇量は、IPCC 第 4 次評価報告
書 2）で予測されている範囲を包含するよう 0 cm か
ら 10 cm 単位で 100 cm までとした。台風の強度は、
海岸構造物の設計で使われている台風の中心気圧低
下量を 1 とし、中心気圧低下量を 0.7 から 1.6 まで
0.3 ずつ変化させた。
2.2　西日本の高潮浸水

台風の来襲頻度が高い西日本地域（中国地方、四
国地方、九州地方）において高潮による浸水を予測
するため、連続する低地を一つの計算領域として主
要な低地に計算領域を設定した。設定した計算領域
ごとに現状を表現する地形と堤防等のデータを与
え、レベル湛水法によって高潮浸水の状況を表現す
る。堤防等からの海水流入は本間の越流公式 4）,5）を
用い、様々な高潮偏差の場合の浸水を計算し、生起
確率で重みを付けて期待値を求める。これらにより
西日本地域における浸水状況を表現するモデルを構
築し、そのモデルに海面上昇量と高潮増大率を与え
て高潮による浸水を予測した。

計算を行う海面上昇量は IPCC 第 4 次評価報告書 2）

で予測されている範囲を包含するよう、0 cm から
10 cm 単位で 100 cm までとした。高潮増大率は現

状の高潮偏差が一定倍率で変化すると想定し、現状
を 1 として 0.7 から 1.6 まで 0.1 ずつ変化させた。
2.3　浸水被害額

三大湾奥部および西日本地域における資産の格子
データを作成し、それを浸水シミュレーションの結
果と重ね合わせることにより浸水被害を推計する。
被害額を推計する体系は図 2 のとおりである。

平成 12 年国勢調査地域メッシュ統計の一般世帯
数、農漁家世帯数、平成 13 年度事業所・企業統計
調査の産業大分類別の事業所数、事業所従業員数を
求める。それらに都道府県別家屋 1 m2 あたり評価
額、1 世帯あたり家庭用品評価額、産業大分類別事
業所従業員 1 人あたり償却資産評価額および在庫資
産評価額、農漁家 1 戸あたり償却資産評価額および
在庫資産評価額を乗じて、家屋資産額、家庭用品資
産額、事業所資産額、農漁家資産額を求める。西日
本モデルにおいては、この他に農地面積と単位面積
あたり生産額から農業生産額を求める。

浸水計算によって得られた最大浸水深をもとに浸
水高別項目別被害率より分類ごとの被害率を求め、
資産額および生産額に乗じて一般資産被害額を求め
る。そして、一般資産被害額に公共土木施設比率、
公益事業等比率を乗じ、公共土木施設被害額、公益
事業等被害額を求め、それらに一般資産被害額を加
え高潮浸水による被害額とする 7）。

予測した様々な条件での高潮浸水に対して浸水被
害額を求め、海面上昇と高潮に関する条件が与えら
れた場合に高潮による浸水の被害額がどの程度にな

東京湾奥部 伊勢湾奥部 大阪湾奥部

図 1　三大湾奥部低地の標高．
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図 2　被害額の推計手順．
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るかを表すグラフを作成した。

3．結果と考察

3.1　三大湾の浸水
作成した高潮浸水モデルによる計算結果の例と

して、海面が 60 cm 上昇し、台風が 1.3 倍に大型化
した場合における三大湾の最大浸水深の分布を図 3
に示す。

東京湾奥部には東部の荒川や江戸川の周辺にゼロ
メートル地帯が広がるが、それらの低地を守る護岸
や水門等の防護水準が比較的高いため、それらの地
域に脆弱な地域はそれほど多くみられない。むしろ
東京南部沿岸に高潮に脆弱な地域が多くみられる。
伊勢湾奥部では、木曽三川周辺から名古屋港周辺に
かけてゼロメートル地帯が幅広く分布するが、高潮
に対して脆弱な地域は木曽三川河口沿いと名古屋港
奥部周辺に限られる。その中でも浸水深が大きいと
予想されるのは、比較的古くに開発された名古屋港
の埋立地とその周辺の地域である。大阪湾奥部では、
大阪の北部から中部にかけて臨海部の埋立地の背後
にゼロメートル地帯が広がるが、堤防や水門の整備
が進んでいるため、高潮に脆弱な地域はそれほど多
くない。高潮に脆弱な地域が多くみられるのは、大

阪港の中部から南部に広がる埋立地とその周辺であ
る。
3.2　西日本の浸水

作成した高潮浸水モデルによる計算結果の例とし
て、海面が 60 cm 上昇し、高潮偏差が 1.3 倍になっ
た場合の西日本地域における平均浸水位以下となる
地域を図 4 に示す。

中国地方は高潮に脆弱な地域が瀬戸内海沿岸の全
域にわたって広く分布している。日本海沿岸では、
高潮が相対的に大きくないことと、高波を防ぐため
に高い堤防等を設置している場合が多いことから、
高潮による被害の危険性が低くなっている。高潮に
脆弱な地域は、古くに開発されたため護岸や堤防等
の防護水準が低かったり、港湾や漁港として海陸を
往来するため防護水準が低かったりしている場合が
多い。

四国地方は瀬戸内海沿岸と豊後水道沿岸で高潮に
よる浸水の危険性が高い。太平洋沿岸では、高潮が
相対的に大きくないことと、高波や津波を防ぐために
高い堤防等を設置している場合が多いことから高潮
による被害の危険性が低くなっている。高潮に脆弱な
地域は、古くに開発されたため護岸や堤防等の防護
水準が低かったり、港湾や漁港として海陸を往来す
るため防護水準が低かったりしている場合が多い。

図 3　三大湾における高潮による浸水深（海面上昇 60 cm，台風強度 1.3 倍）．

a．東京湾 b．伊勢湾

c．大阪湾
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九州地方は九州北西部、北九州、周防灘、別府
湾、宮崎県南部、薩摩半島に高潮に脆弱な地域があ
る。こうした地域分布は主に堤防や護岸の整備水準
が低い区間が断片的に存在することによって生じて
いる。九州は台風の来襲の頻度が高い地域であるた
め、早めの手当てと長期的な取り組みを組み合わせ
た対策の検討が求められる。
3.3　浸水による被害

3.1 で予測した三大湾の高潮浸水に対する被害額
は図 5 のとおりである。各湾ともに台風強度が 1 を
超えたところから急に被害が大きくなる。被害額は
各湾の高潮防護水準および資産分布の影響を受けて
傾向に差がみられ、台風強度 1.3 までは三つの湾の
中で伊勢湾の被害額が最も大きく、台風強度 1.6 で
は大阪湾の被害額が最も大きくなる。東京湾は台風
強度が 1.3 を超えると被害が急に拡大し、大阪湾は
台風強度 1.0 のあたりから被害が加速度的に増加す
る。

3.2 で予測した西日本地域の高潮浸水に対する被
害額は図 6 のとおりである。三つの地方の中で中国
地方が最も被害額が大きく、次いで四国地方、九州
地方の順である。中国地方と九州地方で、海面上昇
が 20 cm と 40 cm の間の間隔が 0 cm と 20 cm の間
の間隔よりやや大きくなっていることから、20 cm

を超えるところで被害額の増加割合がやや大きくな
ることが分かる。20 cm を超えるところで被害額の
増加割合がやや大きくなることを除けば、高潮によ
る浸水の被害額は海面上昇や高潮増大に対して直線
的に増加している。

それを超えると被害額が急に大きくなる温暖化の
水準は、西日本地域では海面上昇が 20 cm の状態
であり、それが温暖化による高潮被害増大に対する
対策を考える際の一つの注目点となる。しかし、海
面上昇が 20 cm のところで被害額の増加割合が大
きくなるものの、全般的には海面の上昇や高潮の増
大に対して被害額は一定割合で増加する。このこと
は、高潮への対応は「ある危険な水準までは備えを
あまりしなくてよいが、それを超える危険性が高ま
った時点でしっかり行えばよい」ということにはな
らず、「大きな被害を出さず、対策の実施主体の負
担を大きくしないためには、温暖化の進行に合わせ
て適切な対策を徐々に講じていくことが合理的であ
る」ということを示唆している。ただし、気象モデ
ルの進歩等により海面の上昇や高潮の増大がある時
点で急激に大きくなるというような知見が得られる
のであれば、被害がある時点で急激に大きくなると
いうことを考慮に入れる必要が出てくるかもしれな
い。

図 4　西日本における高潮浸水地域（海面上昇 60 cm，高潮偏差 1.3 倍）．

a.中国地方 b.四国地方

c.九州地方
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図 6　西日本における浸水被害額．
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図 5　三大湾における浸水被害額．
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4．おわりに

三大湾奥部および西日本地域を対象に、温暖化で
海面が上昇し、台風が強くなり高潮が大きくなった
場合に、それらの程度に応じて浸水の状態や浸水に
よる被害がどのようになるかを予測するとともに、
そこから導かれる対策への示唆を整理した。こうし
た研究の成果が積み上がり、温室効果ガスの安定化
濃度の目標設定に役立つことを期待する。

浸水モデルを使った浸水計算の結果から、どの場
所が高潮に対して脆弱性を持つかについての知見が
得られた。高潮に対して脆弱と考えられる場所では、
弱点箇所の整備を早急に進めるとともに温暖化によ
る高潮の増大に耐えられるよう堤防等の増強を徐々
に進めるなど、長期と短期の双方の視点から合理的
な高潮対策プログラムを作成し、それを着実に進め
るということが求められる。関係者の尽力を期待し
たい。
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